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第１３章 財 務 

 
【到達目標】 

教育・研究を安定して行うために必要な財政基盤を確立することを目的とする。年次毎に収

支バランスの取れた運営を基本とし、収入面においては、学生生徒納付金等の経常的な収入の

他に外部資金の導入にも力を入れ、新たな収入源の確保に努める。一方支出面では、無駄な経

費の削減に注力することで、過去安定的に推移してきた財政基盤を更に堅固なものとする。更

に、結果として生じた余剰資金を人材の確保や設備の更新に効率的に充当することにより、教

育・研究の質を確保し、磐石な体制を整えることを目標とする。 

 

【現状説明】 

（１）中・長期的な財務計画 

１）中・長期的な財務計画の策定およびその内容 

 本学の教育・研究目的を達成する上で必要な財政基盤を確立するために、本学では中長期

的な財務イベントを見据え、計画的な予算執行と資金運営を実践している。収支のバランス

を念頭に置き、限られた資源の有効且つ効率的な配分と、無駄な資金流出を防ぐべく節約を

心掛け、現状では、良好な財務体質の維持と更なる改善を重点課題として取り組んでいる。 

 本学における中・長期的財政計画の策定については、理事長、常務理事、事業担当理事を

中心に、法人事務長、経理課長を加えた構成で行っており、策定に当っては現時点における

想定可能な与件を基に、収入、支出両面から精査し、消費収支の黒字化と正味資産の安定的

かつ継続的増加に注力している。 

 

 

（２）教育研究と財政 

１）教育研究目的・目標を具体的に実現する上で必要な財政基盤の確立状況 

 平成 19(2007)年度の決算における資金収支差額は、559 百万円の収入超過である(資料参

照)。この資金収支の収入超過は、別添資料参照の通り、単年度に留まらず安定的に計上して

いる。特に平成 13(2001)年度に諏訪校舎を廃止し、多額の管理経費の削減を実現した事によ

り、毎年 5億円以上の資金収支差額を生み出す結果となった。 

 薬学教育 6 年制の実施を早期に想定し、2 学年増の受け入れに対応すべく計画的に資金の

手当てを準備してきた。具体的には、新教育棟の建築をはじめ実務実習開始前の学習指導に

必要な病院・薬局の模擬施設や、OSCE（第 3 章「教育内容・方法」参照）のための設備の設

置、最新鋭の設備を整えた無菌製剤室の完成等、更には、提携医科大学の新教育棟内に病院

実務実習のための拠点を確保し、本学が目指す教育を完遂するための準備を怠りなく実行し

てきた。   

 一方、研究費に関しては、本学には現状では基礎薬学系、医療薬学系並びに人文系の合計 27

の研究室がある。それら研究室に対し、毎年総額 122 百万円の研究室経費を配分しており、

比較的潤沢な配分を実施している。 
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 これら教育研究目的達成のための財政基盤については、毎年度の収支黒字化を基本に 19

年度決算時点で、教育研究充実引当特定資産 4,130 百万円、減価償却引当特定資産 16,250

百万円が蓄財されており、この資産の一部を充当する事で十分賄える形となっている。(因み

に、これら引当金の合計は平成 19(2007)年度学生納付金の約 7年分に相当する。) よって、

今般の新教育棟建設においても、全て自己資金で対応しており外部資金の調達は一切行って

いない。 

 

（３）外部資金等 

１）文部科学省科学研究費、外部資金(寄付金、受託研究費、共同研究費など)、資

産運用収益等の受け入れ状況 

＜科学研究費＞ 

本学における過去 5年の文部科学省・日本学術振興会・厚生労働省科学研究費の申請件数、

採択件数および交付額は以下の通りである。 

 

表１ 過去 5年間の科学研究費の申請件数・採択件数・交付額 (件、千円） 

 平成 15年度 平成 16年度 平成 17 年度 平成 18年度 平成 19 年度 

申請件数 27 22 30 31 40 

採択件数 8 8 8 10 13 

交付額 13,000 11,150 20,200 17,010 27,511 

 

＜受託研究費＞ 

本学における過去 5年の受託研究費の受入件数、および受入額は以下の通りである。 

 

表 2 過去 5年の受託研究費の受入件数、および受入額        (件、千円） 

 平成 15年度 平成 16年度 平成 17 年度 平成 18年度 平成 19 年度 

受入件数 3 2 2 1 7 

受入額 3,100 5,500 2,000 1,000 19,700 

 

＜寄付金＞ 

本学における過去 5年の寄付金の受入件数、および受入額は以下の通りである。 

 

表 3 過去 5年の寄付金の受入件数、および受入額          (件、百万円） 

 平成 15年度 平成 16年度 平成 17 年度 平成 18年度 平成 19 年度 

受入件数 105 130 80 80 62 

受入額 39 39 27 23 77 

 

＜資産運用収益推移＞ 

本学における過去 5年の資産運用収益額は以下の通りである。 
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表 4 過去 5年間の資産運用収益額                 （百万円） 

 平成 15年度 平成 16年度 平成 17 年度 平成 18年度 平成 19 年度 

運用収益 261 373 545 773 1,110 

 

表 5本学学生生徒納付金比率推移                               (単位：％) 

  
平成 16年度 

 
平成 17年度 

 
平成 18 年度 

 
平成 19年度 

全国単科薬学部平均 

平成 18年度 
学生生徒納付金 

帰 属 収 入 

 
69.3 

 
65.4 

 
62.3 

 
56.7 

 
81.9 

 

 

（４）予算編成と執行 

１）予算編成の適切性と執行ルールの明確性 

 本学における予算編成の具体的スケジュールと役割は以下の通りである。予算の編成は、

各セクションにおいて 9 月より開始し、11月中旬までに提出された予算書を経理課が第一次

案として集計する。次に第一次予算案を法人事務局と経理課が精査し、11月末までに第二次

予算案の策定を行う。この第二次予算案を元に 12 月から翌年 1 月にかけて、理事長、常務

理事、事業担当理事に対し各セクションの担当者が予算折衝を行うが、ここでは項目毎に 1

件、1 件予算執行の必要性と正当性、適切性についての議論を行う事になっている。この折

衝を経てようやく予算原案を策定し、まず 2月下旬の常任理事会でこの予算原案の内容につ

いて審議する。更に学外理事、監事が参加する 3月中旬の理事会で予算について慎重審議を

行い、最終的には評議員会の承認を得て次年度予算が決定することになっている。 

以上の通り、予算決定までに幾重もフィルターを通すことで無駄を省き、異常な予算執行

を未然に防ぐ体制が構築されている。 

更に、予算の執行は本学の規程に則り、予算編成時に承認された案件も、予算執行時にお

いて稟議制度に基づき再度理事長の決裁を取り承認されたものでなければならない。執行ま

でのプロセスは、担当セクションが起稟した稟議書を経理課、大学・法人事務長（必要に応

じて学長）が内容を点検し、更に、事業担当理事、常務理事の決裁を経て最終理事長の決裁

を仰ぐ事となっている。この対応により、当初予算との整合性がとれ、内容の適切性も確認

されるとともに、異常の発見が行われ正当な予算執行の運びとなる。 

 

 

（５）財務監査 

１）監事監査、会計監査、内部監査機能の確立と連携 

 本学では薬科大学の運営に精通している 2 名の学識経験者に監事を依頼し、本学の適切な

運営に寄与してもらっている。任期は 3年で、監事は理事会、評議員会に毎回出席している。

特に本学では 2名の監事の内 1名を常任監事とし、毎週 1～ 2回の勤務を通じて学内の現状

を把握すると同時に、理事長をはじめ各役員と積極的な意見交換を行っている。監事の具体
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的な職務は、財産状況の監査、理事の執行状況の監査、および業務監査等での結果、不正点

がある場合には文部科学大臣または評議員会への報告、また理事に対する意見具申である。 

 一方会計監査に関しては、学外の公認会計士に監査を依頼し、経理の正当な運営に関する

監査、不正・不備の未然防止、あるいは担当部署の機能向上について対応を依頼している。

公認会計士の訪問頻度は、決算期に集中するが、平成 19(2007)年度実績で延べ 12 日の監査

を実施しており、財務監査のみならず牽制機能としても十分その役割を果たしている。 

 監事と公認会計士との連携については、決算期を中心に毎年 1～2回、必ず時間をとって意

見交換を行っており、今後については更にその度合いを増やしていく予定である。 

 内部監査機能については、平成 19(2007)年 11 月の会計検査院の検査受検を機に、「不正

行為防止委員会」を立上げ、規程の整備と研究活動に係る対応の適切性およびルール化を明

確にした。 

 最後に財務情報の公開状況であるが、本学では、平成 14(2002)年より、毎年決算終了後に

本学ホームページ上に財務内容を公開しており、開示範囲は、本学に直接利害関係のある職

員、学生・父母から広く一般社会に広げて実施しており健全に対処している。 

 

 

（６）私立大学財政の財務比率 

１）消費収支計算書関係比率および貸借対照表関係比率における、各項目毎の比率

の適切性 

＜消費収支計算関係比率＞ 

1)消費収支比率：本学の消費収支比率は、町田移転に伴う新校舎の減価償却が一段落し

た平成 17(2005)年度から一気に好転し、昨年度においては 84％にて推移した。 

2)人件費率・人件費依存率：帰属収入に占める人件費の割合は、年々低下の傾向にあり、

前年度においては 40％を割り込む状況で、良好に推移しているといえる。また人件費

依存率も、60％前後で推移しており現状では問題はない。 

3)教育研究費比率：教育研究費は支出面において人件費と同様に大きなウエイトを占め

るが、近年 3ヵ年の推移を見ると、37％前後で安定的に推移している。 

4)管理経費：管理経費は過去 3 年において、6.8％から 7.6％で推移しており、若干の

増減はあるものの、全国大学平均レベル以下を維持している。 

5)寄付金比率：寄付金比率は低位推移であり、全国水準と比較しても乖離しており、今

後改善の必要性がある。 

6)補助金比率：補助金比率は年々増加の傾向にあり、今後ともこの水準を維持して行く

事が大切である。 

本学は無借金経営を継続しており、借入金等利息比率は「0」である。その他、学生生

徒納付金比率も低下の傾向にあり、健全性は年々向上していると言える。上記の通り、

本学の消費収支計算関係比率は安定的に推移しており、この水準をいかに継続し、更に

改善して行くかが課題と言える。 
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＜貸借対照表関係比率＞ 

1)自己資金構成比率：本学の自己資金構成比率は 95％前後で推移しており、健全性につ

いては全く問題ない。 

2)流動比率：支払能力を示す流動比率も年々増加の傾向をたどり、19 年度は 500％近く

となった。 

3)総負債比率・負債比率：本学は無借金経営を継続しており、他人資金による負債比率

は極めて低く、ともに 5％台で推移している。 

4)消費収支差額構成比率：本件も年々増加の傾向にあり、問題は不認と思われる。 

その他貸借対照表関係比率に関しても、「大学基礎データ」表 47 から明らかなように

暦年の推移において特段問題となる指標は無く、概ね順調に推移しているといえる。 

 

 

【点検・評価、将来に向けた改善・方策】 

１.  中・長期的な財務計画 

 平成 18(2006)年からの薬学教育 6 年制への移行に伴い、入学定員を遵守した結果、平成

21(2009)年度までは学生生徒納付金の減尐が避けられず、入学検定料等の減尐と相俟って非

常に厳しい状況に直面している。また新教育棟の建設と付帯設備の設置、6 年制導入、学生

増に伴う設備の増改築等の支出に加え、世田谷から町田に移転後約 20 年が経過し、既存設備

の維持および保守点検に相当なコストがかかる事が重要な課題となっている。また、22年度

から始まる病院・薬局の実務実習費用の標準額やそれに付随する経費が現段階では固まって

おらず、6年制による学生生徒納付金の収入増と支出面の収支を早期に確定する必要もある。 

 現在法人では毎年「白書」を策定し職員全員にそれを配布すると同時に、ホームページに

も財務状況を公開し、本学の財政状況について詳細な説明を実施している。今後については、

こうした現状を役員や一部の関係者だけが理解するのではなく、教育・事務全ての職員に共

有させ、各人がそれぞれの持ち場で財務体質の一層の改善に努力する学風を構築していく事

が肝要と考える。 

 

２. 教育と財政 

 平成 22(2010)年度、即ち 6 年制教育体制の完成に至る過程において、特に平成 18(2006)

年度以降 2～ 3年の間、在校生の減尐と相俟って、収入が減尐する事を早期に見極め、外部

資金の増加（後述）と人件費の抑制を計画的に実施し、安定的な財務基盤を構築できた事が

上記対応を可能にした。特に本学の支出の大半を占める人件費に関しては、教授会の理解を

得て平成 11(1999)年度より教員体制の見直しを実施してきた。本体制は、教員の絞込みを行

った上で財政基盤を確立し、来るべき薬学年限延長問題に十分対応できる教育研究組織を再

構築する事を目的に実施したものであった。本件により在籍する教員にかけた負担は相当な

ものであったが、この人員の削減こそが今日の安定化に繋がっていると言っても過言ではな

い。 

大学全入の時代と、薬剤師供給過剰の到来、並びに教育年限延長問題を睨んだ場合、本法
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人のように小規模な私立単科大学において健全財政を維持してゆくためには、限られた収入

をいかに無駄なく効率的に活用するかにかかっている。 

本学では、教育水準の維持向上と、教育研究経費の確保を目途に将来に向けた布石として、

教員任期制の採用、給与体系の見直し、医療薬学研修施設の充実等を行ってきた。長い歴史

の中で変革の受け入れは極めて困難な問題であったが、教育・事務職員の理解によりなんと

か乗り切ることができた。 

今後については、将来計画に基づき、中・長期的な財政計画が澱みなく遂行される点に全

学をあげて取り組み、財政基盤を尚一層充実させる必要がある。その為にも、本学の現状と

将来に関する情報を、役員はじめ一部の職員にとどめる事無く、全教育・事務職員に開示し、

強い関心を持つ体制を構築していく事、更には責任体制の明確化を行う事が、現執行部に課

せられた課題と考える。 

 

３. 外部資金等 

 教員の研究資金である科学研究費、受託研究費については、年々改善の方向にはあるもの

の、未だ十分な実績とは言えない。また、教育充実資金寄付金(在校生父母からの寄付金等)

に関しても、新教育棟建設に伴う特別な寄付金を除けば、制度として十分に確立されたもの

とは言えず改善の余地がある。これら外部資金の調達は経営安定化のために必要不可欠なも

のとして今後重要性が増すことは必定であり、前者に関しては、教育職員の意識改革並びに

業務の改善を促していくべきと考える。また、後者についても、学内における体制を確立し、

在学生のみならず卒業生に対しても呼びかけを強化することで財政安定化の一助としての役

割が担えるような制度を構築したい。 

 資産運用収益に関しては、表 4の通り順調、且つ安定的にその実績を伸張しており、引き

続き収益の確保に努めて行く予定である。 

 これら外部資金は、教育研究施設の充実を図る上で極めて重要な役割を果たすと同時に、

帰属収入に占める学生生徒納付金の比率を引き下げる結果となっており、積極的な導入は学

生の負担を抑えた運営を目指す経営理念の延長線上にある。 

 

４. 予算編成と執行 

 本学では、前述のように予算編成に関して相当の期間をかけ慎重に審議を行っており、そ

の点においては特段の問題の発生はないが、予算策定が 1 年に 1 度の対応となっており、期

中の突発事象や、修正項目に対する対応が明確には規定されていない。当然のことながら、

かかる状況下においては、理事長以下学内理事の決裁、或いは重要度においては理事会を通

じて対応を協議しており問題は認められないが、今後、世の中の変化や進展のスピード、あ

るいは多様化が速まる状況においては、それに合わせた対処についての学内整備が必要と思

われる。 

 また、予算編成においては、各セクションが上層部と相対で議論をするために、類似案件

を複数議論するケースも存在する。そうした無駄を削除するための施策、情報の公開等を通

じた組織横断的な連携の構築の必要性についても検討して行きたい。 
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 最後に、予算執行に伴う効果の分析、検証のための仕組み作りであるが、現行制度におい

ては、予算編成や折衝は十分な時間と検討を経て行われるものの、その効果、予算の執行結

果に対する検証・分析は不充分と言わざるを得ない。これも予算編成が年間を通じて一度の

対応であるためで、翌年の予算編成時に前年度の不備を指摘する事は可能ながら、後追いと

ならざるを得ず、反省を促す程度に終始している。これらの不備解消のためには、予算執行

部署の責任者からの報告やヒアリングの実施、実績確認のための報告書の提出等、きめ細か

な運営を行うシステム並びに体制作りが必要であり、今後の課題として考えていきたい。 

 

５.  財務監査 

 昨今、民間企業において内部統制、内部監査が盛んに指摘されており、その重要性につい

て本学でもその認識を新たにしつつあるが、体制面でなかなか具体的な対応がとれていない

のが実情である。しかしながら、社会全体の動きを敏感に察知し、時代の変化に遅れること

なく対応していく必要がある。かかる対処を実現するために、職員に対する啓発、即ち研修

制度等の体制作りと、学内組織の中に、定期的な監査や悉皆監査が実施可能な内部監査が具

体的に出来る組織作りを行う事が最初と考える。 

 

６. 私立大学財政の財務比率 

 平成 19(2007)年度の決算および過去 5 年間の財務比率並びに貸借対照表関係比率は、全

て改善傾向にあり、良好な経過を辿ったといえる。然しながら、現在は 6 年制移行の過渡期

でもあり、今後 2～ 3年は学生生徒納付金の収入減が確定している事に加え、現在進行中の

新教育棟の建築代金の支払いも本年度中にあり、運用資金の若干の減尐も見込まれる事から

財務体質改善に向けて尚一層の努力が必要である。 

 一方、教育研究の質向上と、設備の維持更新は大学存立のために必要不可欠な課題でもあ

る。当然のことながら学生数の増加に併せ、教育職員、事務職員の増員も計画的に行わなけ

ればならず、そのコストも考慮した運営が必要となってくる。 

 本学としては、現状に甘んずることなく、無駄な経費の削減は必然的な方策としつつ、外

部資金の調達にも力点を置き、学生生徒納付金以外の収入、即ち競争的補助金の確保や受託

研究・寄付金等の導入についても積極的に取り組んで行かねばならず、この実現こそが本学

に従事する職員全員のこれからの課題と考える。 


